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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 
わが国の高齢化率は 2014年に 25.9%と過去最高となり，介護ニーズは年々増大しているなか，高
齢者の尊厳の保持と自立生活支援を目的に，可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続け
ることができるよう地域包括ケアシステムの構築が推進されている．ここでは，高齢者自身が地域
社会で助け合い，社会参加・健康づくりなどの活動を社会全体の取組として進める生活支援が求め
られている． 
こうした中，高齢者の介護予防に向けて重要な食生活支援は，栄養バランスを整え低栄養状態を
防止し，一定の身体活動を維持しつつ，高齢者自身のコミュニケーション力を保ちながら，社会と
つながり日常生活を送るなかで，健康寿命の延伸さらにはＱＯＬの維持・向上を図ることと期待さ
れている．一方，地域在住高齢者の生活支援を担う専門職の一つに介護福祉士がある．その養成課
程在籍学生の多くは 18～20歳であり，生活支援に必要な知識・技術の不足が懸念されている．そこ
で，本研究では，地域における“食を介した高齢者支援”の有用性ならびに，介護福祉士の食に関
わる知識と技術を調査・確認し，地域在住高齢者の QOL 向上を目ざした食生活支援について検討し
た． 
配食・会食サービス利用の地域在住女性高齢者を対象に，食生活支援改善に向けての基礎的資料
を得ることを目的とし実態調査を行ったところ，提供される食事に課題が確認されたが，会食サー
ビスは集って食べる楽しみを共有できることから介護予防にむけての有用性が確認された． 
次に，“食と運動健康講座に参加・会食，地域レストラン調製弁当を一定期間喫食”という食健康
教育プログラムを試行した．参加者間，講座スタッフとの交流に加え，会話の機会も増え，食健康
教育プログラムは精神的健康を保ちつつ，いきがい形成となるなど，高齢者の介護予防の一助とな
ることが示唆された． 
加えて，介護福祉士のケア技術向上として，介護福祉士養成の教育課題を明らかにすることを目
的に，福祉施設の介護職員による高齢者介護における生活技術調査をした．食事作りのスキルなら
びに知識，マナーに関するニーズが高く，それらは高齢者のＱＯＬにも関連することを確認し，介
護福祉士養成における食支援の重要性と課題を明らかにした．本調査より，介護福祉士養成課程在
籍学生を対象に学習プログラムを試行，評価した．高齢者の食生活支援を適切に担うにあたり，学
生自身が望ましい食生活管理ができることを前提とし，「食事の意義と目的」および「おいしく食べ
ることを支える介護」に重点をおきつつ，知識・態度・スキル形成を促す行動科学理論を一部取り
入れ，調理実習を含め参加型学習法を用いて実施・検討した．食知識には一定の学習成果を認め，
介護福祉士の食介護支援向上に繋ぐことができた．継続して，調理・食事支援スキル向上にむけて，
授業時数，教授法の課題解決を図っていく．  
 
 
 
  
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
超高齢社会を迎え 2010年には，介護サービス利用者数は当初の 2倍を数え，保険財政，介
護報酬，サービスの量・質，マンパワーの確保など課題が山積している．現在，自立支援，
介護予防，地域密着型サービスなどの事業について予防重視型システム展開に向けた施策が
進められている．本研究は，高齢者が望ましい生活管理のもと自立して日常生活を送ること
ができることを目標に，以下の実践研究を行い，その結果と評価を踏まえ，国民一人ひとり
が自立して老後の生活を健康に幸せに暮らすことができるよう，生活管理や支援法について
高齢者自身と地域住民，ボランティア，専門家養成ならびに事業者などを対象とする教育，
支援活動について検討したものである． 
第一に，高齢者の食の確保を目的とする福祉事業として実施されている配食・会食サービ
スについて，運営形態別にアンケート調査より利用者の声を収集し，その利点と課題につい
て検討している．各自治体によって実施方法は異なるが，配食・会食の運営形態による業者
調理とボランティア調理の差異，利用高齢女性の声を収集・分析し，その利点と欠点を整理
し，利用者ならびにサービス運営者への教育について検討したことは，高齢者の食事管理改
善になる活動と期待される． 
次に，地域在住高齢者を対象とし，食と運動の健康講座を開催し，会食，地域レストラン
調製弁当の喫食から日々の食事管理学習ならびに運動習慣形成を支援し，介護予防を目標と
する食健康教育プログラムを試行・評価した．食事と運動管理により主観的幸福感の上昇を
確認した．“モデル弁当の会食”に加え，“参加者間の交流”，“講座スタッフとの交流”など
集って会話する機会が増えることによる精神的安定感を得るなど高齢者の介護予防として有
用な食健康教育プログラムを提示したことは，大きな意義となる． 
さらに，要支援・要介護高齢者の受け入れ先となる施設・居住系・在宅系サービスにおけ
る介護職員による生活支援において，食関連の知識・技術は欠かせないことより，高齢者ケ
アを職務とする介護職員に求められる食知識・食関連スキルに関するニーズ調査より，食事
サービスにおけるマナーならびに食物と調理に関する知識・技術に関わるニーズが高くかつ，
これらは高齢者の QOL を左右することを確認し，介護福祉士養成における食支援教育の課題
として提示した． 
本調査を踏まえ，介護福祉士養成課程学生を対象に「食事の意義と目的」および「おいし
く食べることを支える介護」に重点を置き，実習演習を行い，学生自身の食生活改善を図る
ために，知識から行動へ進める行動科学理論を一部取り入れるなどを試みた．受講学生は，
食に関わる知識を一部高めたものの，介護に求められる調理・食事支援スキル獲得には至ら
なかった．今後に向けては，授業時数，教授法に関する課題を改善し，養成課程教員も共に
研修を受けるなど，授業力向上を試みている．今後に向けてまずは，学生自身の食育を強化
し，高齢者への食支援の知識とスキルを高める学習プログラムを検討，試行し，実践する計
画をしている． 
介護サービスは実施者によりさまざまであることからも，今後のニーズ増大に向けて，地
域包括ケアシステムの運用は欠かせないものとなる．地域を基点とする介護予防，高齢者ケ
アを効果的に推進していく社会環境の確立とマンパワーの育成に向けて，本研究の成果を活
用・発展させ，高齢者一人ひとりの自覚を促すとともに，専門家やボランティアの研修を推
進し，健康寿命の延伸さらには QOLの維持・向上に寄与するものと期待される． 
